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福祉人材センター運営事業費 30,731 30,975          保健福祉課

看護の人づくり事業費（看護師等養成奨学貸付
金） 41,316 34,284          医師確保推進課

看護の人づくり事業費（助産師緊急確保対策奨
学金） 19,200 12,600          医師確保推進課

看護職員確保対策事業委託料（ナースセンター
運営等委託事業） 11,641 11,819          医師確保推進室

障害者就労支援対策事業費※ 33,667 9,160            障害保健福祉課

障害者職業訓練費 47,391 32,717          障害保健福祉課

母子家庭等自立支援事業費（母子家庭等就業・
自立支援センター事業） 3,701 3,753            こども課

母子家庭等自立支援事業費（母子家庭自立支
援給付事業） 3,938 3,396            こども課

産業振興センター総合支援事業費（中小企業経
営資源強化対策事業費） 127,313 111,362        商工政策課

職業訓練費 209,788 47,956          雇用労働政策課

技能開発向上対策費 44,207 41,939          雇用労働政策課

学校管理費 102,327 102,265        雇用労働政策課

シルバー人材センター育成事業費 10,363 10,863          雇用労働政策課

U・Iターン企業就職等支援事業費 4,717 3,179            雇用労働政策課

就職支援相談センター事業費（基金事業除く） 95,732 81,010          雇用労働政策課

地域産業担い手人材育成事業費（基金事業除
く） 9,604 7,435            雇用労働政策課

（新）あったか高知・雇用創出プラン事業（基金事業） 3,171,375 雇用労働政策課

新規就農総合対策事業費 50,437 13,715          農業農村支援課

就農支援資金貸付事業費 100,000 150,000        協同組合指導課

農業大学校研修教育推進事業費 58,031 60,548          環境農業推進課

有機農業支援事業費 3,243 3,122            環境農業推進課

農業・農村男女共同参画推進事業費 1,737 1,595            環境農業推進課

人づくり推進事業費（森林整備担い手確保育成対策
事業のうち基幹林業者養成研修費助成事業） 1,500 1,700            森づくり推進課

人づくり推進事業（林業労働力確保支援センター事
業費（雇用情報ネットワーク推進事業を除く）） 6,773 4,691            森づくり推進課

人づくり推進事業費（林業労働力確保支援セン
ター事業のうち新規就業者確保対策事業） 1,345 1,526            森づくり推進課

県営林活用雇用創出事業費※ 92,100 106,553        森づくり推進課

新規就業者確保対策事業費（基金事業除く）※ 31,883 7,075            水産振興課

（新）産業技術人材育成事業費 18,046 1,757            産業技術振興課

産業教育推進費 3,288 3,258            高等学校課

高校生就職支援対策費 17,878 18,546          高等学校課

事業名

５つの基本政策関連事業

注：「（新）」は新規事業を、「※」の事業は、５つの基本政策関連事業で重複している事業を表す。
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就職促進指導費 8,896 8,839            高等学校課

キャリア教育体験事業費 7,553 9,823            高等学校課

進路指導充実事業費 1,437 1,446            特別支援教育課

若者の学びなおしと自立支援事業費※ 13,280 17,703          生涯学習課

一般行政費（人事管理費のうち警察官採用広
告） 1,050 1,050            公安委員会

一般行政費（人事管理費のうち警察官採用ラジ
オ広告） 500 500              公安委員会

合　計　　３６件 4,385,988      958,160        

事業名

５つの基本政策関連事業

注：「（新）」は新規事業を、「※」の事業は、５つの基本政策関連事業で重複している事業を表す。


